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Abstract: 
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要約 
本稿では、製品アーキテクチャの一連の変化を「製品アーキテクチャの組織内選択プロ

セス」として捉えたうえで、そのプロセスに影響を与える要因として、製品アーキテクチ

ャの開発主体が抱いている志向性の違いに注目し、それを克服していくための一つの組織

のあり方が示されている。 
 
キーワード：製品アーキテクチャ、システム観の硬直性、デジタル複合機 
 

 
 

Ⅰ．はじめに 
近年、情報家電や携帯機器、自動車、産業機器などをはじめとした多くの製品分野にお

いて、多機能化の進展や統合的な機能の提供、および、製品に用いられるファームウェア 1

の増大によって、製品の複雑化が進んでいる。製品で提供される機能や製品機能を実現す

る手段が多様化している（機構部品、電子部品、ファームウェア）ため、どのような機能

を織り込むのかということや、機能間での調整・統合をいかにして行うか、それらの機能

をどのような手段で実現するのかということについて考慮すべき要因が増大し、それを行

うことが重要かつ困難になっている 2。 

                                                  
1 ファームウェアと呼ばれることもあるが、本稿ではファームウェアと称する。ファームウェア

の果たす役割として、製品の高性能化や耐久性の向上、多機能化、低コスト化などがある。 
2 メカ（機構部品）、エレキ（電子部品）、ファームウェアのすべてを構成要素とする製品を開発

するためには、システム全体を見渡して、アーキテクチャを決める人達（アーキテクト）の重要

性が高まる。さらに、製品機能を実現するために、ハードウェアを用いるのか、ファームウェア

を用いるのかという意思決定、および、ファームウェアを用いることにした場合、その構造をど
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 従来の経営学では、どのようにして製品を構成部品（コンポーネント）に分割し、そこ

に製品機能を配分して、必要となる部品間のインタフェースをいかに設計・調整するのか

に関する基本的な設計構想を製品アーキテクチャと呼び（藤本、2001）研究が進められて

きたが、そこで注目されているコンポーネントのほとんどは、ハードウェアであった

（Henderson and Clark、1990; Ulrich、1995; Baldwin and Clark、2000; 青島・武石、

2001; 藤本、2001）。製品に用いられるファームウェアの増大によって、それが製品アーキ

テクチャに与える影響が大きくかつ重要になっている（加藤、2002; 柴田・玄場・児玉、

2002; 新宅・小川・善本、2006; 藤本、2007; 福澤、2008; 近藤、2007)が、ハードウェア

とファームウェアの両方から構成される製品のアーキテクチャや、そのような製品アーキ

テクチャを開発する際に生じる問題については十分に議論されてこなかった。 
 製品アーキテクチャに関する既存の議論において分析対象とされている製品アーキテク

チャは、個々の企業行動の結果の集合として市場レベルで観察されるものである。しかし

ながら、本来、製品アーキテクチャの変化の起点となっているのは、技術変化や顧客のニ

ーズの変化、競争相手の行動などを解釈し、それに対する何らかの解決策を製品という形

で提供している企業である。そうであるならば、市場レベルで観察される製品アーキテク

チャおよびその変化と、企業レベルで観察される製品アーキテクチャおよびその変化とい

うように、分析レベルを一度分けて議論することが必要であると考えられる。前者に関し

ては、これまで多くの優れた研究が存在しているが、後者に関しては十分に行われていな

い。本稿では、特に、企業レベルで観察される製品アーキテクチャの変化に焦点を当て、

製品アーキテクチャを変えようとする際に生じる組織的な問題について、事例分析を通じ

て明らかにしていく。これによって、「なぜ、製品アーキテクチャが変化するのか」という

ことや「なぜ、製品アーキテクチャを変えるのは難しいのか」という問いについて、より

深い議論を行うことができるようになると考えられる。また、製品アーキテクチャを変え

るという取り組みを行っている企業にとって参考となる知見を提供できると期待される。 
 
Ⅱ．既存研究 
1．製品アーキテクチャに関する議論における分析レベルとその前提 

 そもそも、製品の「機能」がどのような「構造」によって実現されているのかというこ

とについては、製品アーキテクチャに関する議論が行われてきた（Ulrich、1995; Baldwin 
and Clark、2000; 青島・武石、2001; 藤本、2001）。また、製品アーキテクチャのタイプ

（統合型かモジュラー型）とそれに適した組織のあり方（部門間調整や企業間での分業形

態）との間には、ある一定の適合関係が存在していることが示されてきた（Langlois and 
Robertson、1992; Baldwin and Clark、2000; von Hippel、1990; Sanchez and Mahoney、
1996; Fine、1998; 青島・武石、2001; 藤本、2001、2003; 楠木･チェスブロウ、2001; Schilling, 
2000; Worren, Moore and Cardona、2002; Mikkola、2006; Schilling and Steensma、2001; 
Sosa, Eppinger and Rowles、2004; Pil and Cohen、2006）。このような製品アーキテクチ

ャのタイプと企業間での分業形態との間には、統計的に有意となる適合関係は存在しない

という研究もある（Hoetker、2006）。さらに、製品アーキテクチャのタイプと適合関係に

                                                                                                                                                  
のようにするのかといった問題が生じる。 
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あるのは、担当している業務の範囲（例えば、組立メーカーと部品サプライヤといった違

い）よりも、むしろ保有している知識の範囲であるということも議論されてきた（Brusoni 
and Prencipe、2001; 武石、2003; 中川、2008）。 
 製品アーキテクチャは、一般的には統合型からモジュラー型へとシフトする（Baldwin 
and Clark、2000）が、逆にモジュラー型から統合型へとシフトするというように、時間の

経過とともにダイナミックに変化していく（Schilling, 2000; Fine、1998; 楠木･チェスブ

ロウ、2001）と考えられている。製品アーキテクチャの変化を引き起こす主な要因として、

①実現しようとする製品機能の変化（Henderson and Clark、1990; Christensen、2000）
と、②製品に用いられている技術の変化（Abernathy, Clark and Kantrow、1983; 楠木・

チェスブロウ、2001）の二つに焦点が当てられてきた。しかしながら、どちらの議論にお

いても、企業が新たなアーキテクチャを生み出していくプロセスや、その際に直面する問

題については十分に議論されていない 3。 
既存の議論において分析対象とされている製品アーキテクチャは、個々の企業行動の結

果の集合として市場レベルで観察されるものである。しかしながら、本来、製品アーキテ

クチャの変化の起点となっているのは、技術変化や顧客のニーズの変化、競争相手の行動

などを解釈し、それに対する何らかの解決策を製品という形で提供している企業である。

そうであるならば、市場レベルで観察される製品アーキテクチャおよびその変化と、企業

レベルで観察される製品アーキテクチャおよびその変化というように、分析レベルを一度

分けて議論することが必要であると考えられる。前者に関しては、これまで多くの優れた

研究が存在している（Henderson and Clark、1990; Baldwin and Clark、2000; Christensen、
2000; Langlois and Robertson、1992; von Hippel、1990; 新宅、1994; Sanchez and Mahoney、
1996; Fine、1998; 青島・武石、2001; 藤本、2001、2003; 楠木･チェスブロウ、2001; Schilling, 
2000; Worren, Moore and Cardona、2002; Mikkola、2006; Schilling and Steensma、2001; 
Sosa, Eppinger and Rowles、2004; Hoetker、2006; 中川、2008; Pil and Cohen、2006; 
Brusoni and Prencipe、2001; 武石、2003; 魏、2001）が、後者に関しては十分に行われ

ていない。このように問題を分けることによって、製品アーキテクチャの変化という現象

を分析する際には、組織内で製品アーキテクチャが選択されるプロセスと、そのようにし

て生み出された製品アーキテクチャが、市場レベルでドミナントなものになっていくプロ

セスについて考察することが可能になる 4。製品アーキテクチャを開発する企業内の選択プ

ロセスと企業間での競争を経て、市場におけるドミナントな製品アーキテクチャが決まる

のだが、既存の議論では、ある時点で観察されるドミナントな製品アーキテクチャを、そ

                                                  
3 Henderson and Clark(1990)では、製品アーキテクチャの変化は新規参入企業によって引き起こさ

れるのだが、このような変化には既存企業が適応できないことの理由として、既存企業は製品ア

ーキテクチャの変化を既存のアーキテクチャ知識に基づいて解釈するのに対して、新規企業は、

従来のアーキテクチャ知識にとらわれることなくアーキテクチャの変化を新たな視点で解釈で

きるという違いを挙げている。また、楠木・チェスブロウ（2001）では、製品アーキテクチャに

おいてどのようなタイプの変化が生じたときに、どのようなタイプの組織が適応できるのかにつ

いて議論されている。 
4 特定のアーキテクチャが産業レベルでドミナントになっていくプロセスに関しては、例えば、

インテルのアーキテクチャがPC産業における業界標準となるプロセスを明らかにした研究があ

る（Gawer and Cusumano、2002; 立本、2007）。 
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れ以前のものと比較して「製品アーキテクチャがモジュラー化した」とか、「製品アーキテ

クチャがインテグラル型になった」と述べらているのである。特定の製品アーキテクチャ

がドミナントになった後には、個々の要素技術の向上・改善や、生産コストの低減といっ

た漸進的なイノベーションが起こる（Abernathy、1978; Utterback、1994）。このように、

複数のアーキテクチャが市場に乱立する状況からアーキテクチャが安定化していくプロセ

スは成熟化過程として、市場レベルで観察されるアーキテクチャの変化が起こるプロセス

は脱成熟過程として解釈できる（Abernathy, et. al、1983; 新宅、1994）。 
 これまで、製品アーキテクチャが組織内で選択されるプロセスに関する研究が十分に行

われてこなかった要因として、製品開発における機密性の高い事柄を扱うので、情報収集

および開示の点で制約がかかってしまうことが挙げられる。これに加えて、既存の製品ア

ーキテクチャに関する議論では、確かに、製品アーキテクチャは企業の主体的な設計活動

を通じて生み出されてくるという前提が置かれているけれども、実際に研究する際には、

「製品アーキテクチャの変化」を組織が適応するべき一種の「環境の変化」と見なして研

究が進められてきたことも挙げられる（福澤、2008）。これらの議論では、従来とは異なる

製品アーキテクチャを組織が選択した結果として製品アーキテクチャの変化が観察される

という観点に立っていないため、組織が製品アーキテクチャを変化させていく行為そのも

のについては考察されてこなかった。そのため、既存の議論では、従来とは異なる機能を

多様な手段を用いてまとまりよく一つの製品で提供するために製品アーキテクチャを変え

ようとしている企業が、一体どのように行動すればよいのかということについて参考とな

る示唆を与えることが難しい。 
 本稿では、企業に分析レベルを合わせて、製品アーキテクチャの一連の変化を「製品ア

ーキテクチャの組織内選択プロセス」として捉えた上で、事例分析を通じてそのような行

為を行っている企業が直面する問題について考察する。そのプロセスに影響を与える要因

として、製品アーキテクチャを開発しているエンジニアやチームの志向性の違いに注目し、

それを克服していくための組織のあり方を明らかにする。 
 
2. 製品アーキテクチャの組織内選択プロセスモデル 

製品開発活動は、一連の問題解決活動であり、製品システムに関する学習のプロセスで

ある 5（Simon、1996; Clark and Fujimoto、1991; 青島、1997）。このような製品システ

ムに関する学習プロセスは、新たな製品アーキテクチャが生み出されてくるプロセスであ

ると考えられる。沼上・浅羽・新宅・網倉(1992)では、同じ製品でも、企業間で製品システ

ムの捉え方（戦略スキーマ）に違いがあり、市場では戦略スキーマレベルでの競争が行わ

れているとしている。このような製品システムの捉え方の違いが、各社が構想する製品ア

ーキテクチャの違いとして表れていると考えられる。製品システムに対する企業間での認

識の違いは、類似した製品アーキテクチャが開発されるタイミングの違いや、企業間で異

なるアーキテクチャが同時期に観察されるという形で表れると考えられる。さらに、社内

のどの部門（あるいは開発チーム）が製品アーキテクチャを構想するのかによっても、実

                                                  
5 Simon (1996)では、システムを分解する方法には、いくつかの実行可能な分解方法が存在しう

るとされている。このことは、一口にモジュラー型の製品アーキテクチャといっても、様々な形

態が実現されうるということを意味している。 
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現される製品アーキテクチャに違いが生じると考えられる 6。本稿では、製品アーキテクチ

ャを開発している部門間やチーム間での志向性の違いに注目する 7。 
これらの観点に立って、製品アーキテクチャの組織内選択プロセスモデルを提示する。

モデルの仮定として、①観察される製品アーキテクチャの背後では、当該製品において目

的とする機能を実現するためにどのような構成要素の組み合わせで対応するのかに関する

意思決定が行われていること、②当該企業における異なる部門や開発チームにおいて、製

品アーキテクチャの選択肢がそれぞれ創出され、それらの中から特定のアーキテクチャが

選択されること、③製品アーキテクチャの変化は市場において事後的に観察可能なもので

あり、そのような変化は、選択される製品アーキテクチャが変わることによって生じると

いうことが挙げられる。これらの仮定にもとづいて製品アーキテクチャの組織内選択プロ

セスモデルを示すと、図 1 のようになる。 
 図 1 では、一企業二期間モデルを想定している。企業Ａには、ある製品のアーキテクチ

ャを考える主体が二つ存在している（部門αと部門β）。これらは、それぞれ異なるアーキ

テクチャを志向し開発する。このようなアーキテクチャの違いは、もともとどのような機

能（または製品）を開発してきたのかということや、当該部門・開発チームの社内での位

置付け（力関係）、保有している製品知識（メカ、エレキ、ソフト）によって生じると想定

される。第一期では、部門αの開発した「アーキテクチャα」に基づいた「製品（製品群）

α」が、第二期では、部門βの開発した「アーキテクチャβ」に基づいた「製品（製品群）

β」が市場に導入される。当該市場に存在している企業が一社であるので、市場で観察さ

れる製品アーキテクチャの変化は、この第一期と第二期におけるアーキテクチャの違いと

して観察される。このアーキテクチャの変化の背後には、当該製品においては、どのよう

なアーキテクチャが適しているのかということを決める、製品アーキテクチャの選択基準

における変化が生じていると考えられる。ここでは、アーキテクチャの開発主体の変更に

よって、製品アーキテクチャの選択基準が変わることが想定されている。本稿では、この

ような組織内選択プロセスモデルにもとづいて、株式会社リコーにおけるデジタル複合機

のファームウェア・アーキテクチャの開発事例を取り上げて考察する。 
 

                                                  
6 このような発想は、製品に用いられる技術やその技術変化を、企業がどのように解釈・認識し

ているのかというところまで遡って分析し、そのような解釈・認識のあり方の企業間における差

異や、そのような解釈・認識の変化が新たな技術変化を引き起こすということを明らかにしてい

る研究（加藤、1999; 高、2006; Tripsas and Gavetti、2000）と類似している。 
7 本稿における同一企業内で複数の製品アーキテクチャが構想されるという主張は、楠木（2001）
の「製品システムの多面性」（特定の製品について、その製品が何であるのかという、システム

についての見方が複数存在する）の概念に類似している。 
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Ⅲ. 事例研究：リコーにおける製品アーキテクチャの組織内選択プロセス 8 

1. 調査の対象と方法 

 本稿における事例研究の目的は、前節で示した製品アーキテクチャの組織内選択プロセ

スモデルに基づいて実際の企業の事例を分析することによって、製品アーキテクチャの変

化という現象をより深く考察できるという可能性を示すことにある。本事例研究は、2005
年に複数回にわたって行われたリコーのデジタル複合機のソフトウェア技術者に対するイ

ンタビューやリコー社内資料、『Ricoh Technical Report』、リコー社史編集委員会編（1996）
に基づいている。リコーは、1991 年に営業赤字に転落したが、1992 年以降は大幅に業績を

伸ばしている。この業績改善の要因として、それまでの多角化路線から複写機事業への本

業回帰が功を奏したということがいわれているが、そこでの主力製品として位置づけられ

ていたのがデジタル複写機・複合機であった（藤原、2005; 石倉、2005）。当時、競合他社

が既存製品の好調な売り上げによってデジタル分野への参入が遅れたことを利用して、リ

コーは他社に先駆けてデジタル複写機・複合機事業へと参入し、有利なポジションを確立

することに成功したとされている（藤原、2005; 石倉、2005）。このように、リコーはデジ

タル化に先行して成功を収めることが出来たのだが、その背後では、デジタル化を進める

にあたって、どのようなアーキテクチャを構想していくのかという一連の取り組みがなさ

れていた。 
デジタル複合機は、ハードウェア（機械部品および電子回路）とファームウェアの両方

                                                  
8 開発された個々のアーキテクチャの詳細等については、福澤（2008）を参照のこと。 
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によって構成されていて、両者が一体となってさまざまな機能が提供されている 9。デジタ

ル複合機の製品アーキテクチャをハードウェアに注目して記述すると、複写機能について

はプリンタとスキャナの連動、FAX機能についてはプリンタやスキャナ、電話回線などの

連動、読み取り機能についてはスキャナ、印刷機能についてはプリンタというように、各々

の製品機能とハードウェア・コンポーネントとが一対多対応している。しかし、これらの

ハードウェアのみでは複写機やプリンタ、スキャナとして機能せず、各機能を実現するた

めには、それらを制御するためのファームウェアが必要である。 
一方、デジタル複合機のファームウェア・コンポーネントは、複写機能に対してはコピ

ーアプリケーション、FAX機能に対してはFAXアプリケーション、印刷機能に対してはプ

リンタアプリケーション、読み取り機能に対してはスキャナアプリケーションが一対一対

応している。これらのアプリケーション間に共通している機能をまとめたものとしてミド

ルウェア（サービス）があり、それぞれのタスク間での調整を担うファームウェア・コン

ポーネントとしてOSが利用されている。このように、ファームウェアにも注目して製品ア

ーキテクチャを記述すると、ファームウェアの利用によって、製品全体としてモジュラー

化が進んでいるように見える。しかし、今度は、これらのファームウェアの構造をどのよ

うなものにするのかが重要な製品設計上の課題となる。つまり、デジタル化による多機能

化や機能の統合化にともない、ファームウェアの大規模化や複雑化が進んだことにより、

製品開発活動において解決すべき機能間連携や部品間連携といった相互依存問題の大部分

がファームウェアの開発に集中して、「ファームウェア・アーキテクチャ 10の選択≒製品ア

ーキテクチャの選択」という関係が強く成立するようになった。 
考察期間は、リコー初の普及型デジタル複合機である「IMAGIO 320/420」が発売された

1987 年から、「IMAGIO Neo 350/450」が発売された 2001 年までである。その間に開発さ

れたアーキテクチャは、①アプリケーションソフトや OS、CPU をひとつのセットとして、

そのボードの追加によって多機能化に対応するもの（「IMAGIO 320/420」や「IMAGIO 
MF530」、「IMAGIO MF150」、「NAD アーキテクチャ」）と、②ひとつの OS 上で複数のア

プリケーションソフトを動作させることによって、機能の追加や削除の要求にアプリケー

ション・レイヤにおいて対応するもの（「ASAP アーキテクチャ」と「GW アーキテクチャ」）

の二つに大別できる（図 2）。前者は、各機能の「部分最適」を志向するものであり、CPU
の処理速度への要求が小さく、各機能のパフォーマンスは最適化されるのだが、冗長性が

高いため部材費用が高くなったり、デジタル複合機としての「統合機能」を実現する上で

は不向きである（図 2①）。一方、後者は、各機能の「全体最適」を志向するものであり、

デジタル複合機に求められる統合機能を実現するのには向いており、部材費用を削減する

こともできるが、高速処理が可能な CPU が必要となったり、各ファームウェア･コンポー

                                                  
9今やデジタル複合機といった場合、複写機能や FAX 機能、印刷機能、読み取り機能、ネットワ

ーク機能など多くの機能が一台で提供されている。しかし、当初からそうであったのではなくて、

差別化競争の中で多機能化への試行錯誤を通じて、実現可能な機能の増大が図られてきた。その

際には、多くの機能を一台でまとまりよく提供するために、各機能を担っている一群のファーム

ウェア・コンポーネントをどのように配置し連携させるのかが重要な課題となった。 
10本稿では、①製品機能とファームウェア・コンポーネントとの対応関係や②ファームウェア・

コンポーネント間の対応関係、③ファームウェア・コンポーネントと CPU との対応関係から記

述される製品システムの特性を「ファームウェア・アーキテクチャ」と定義する。 
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ネントを開発する際に、機能間で多くの相互調整が必要である（図 2②）。ASAP アーキテ

クチャや GW アーキテクチャでは、特定のコンポーネントにコンポーネント間の相互依存

性を集約する（OS やミドルウェア、アプリケーション・インタフェースの構築と整理、お

よびプラットフォームの構築）ことによって、ファームウェア・アーキテクチャのモジュ

ラー化が進められている。 
 

 

図 2 ファームウェア・アーキテクチャの揺れ動き 

 
 
 
 
出所）福澤 (2008)の図 4 より 
 
2. リコーにおける製品アーキテクチャの組織内選択プロセス 

 ここでは、リコーにおけるファームウェア・アーキテクチャの開発の取り組みを四つの

段階に分けて考察する。 
 
（1）ASAP アーキテクチャ開発以前 

ASAP アーキテクチャを開発する以前（「IMAGIO 320/420」や「IMAGIO MF530」、
「IMAGIO MF150」）は、複写機（複合機）や FAX、プリンタを開発する事業部があり、

ファームウェアの開発は別々に進められていた。ファームウェアを開発する際には、これ

らの部門間での相互調整がほとんど行われておらず、部門ごとに使われている言葉が違う

というほどまで、部門特有の文化が形成されていた。また、これらの機種のファームウェ

ア・アーキテクチャは、複写機部門出身のエンジニアがリーダーとなって開発されていた。

そのため、これらの製品のファームウェア・アーキテクチャは複写機能をベースとしたも
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のになった。 
 
（2）ASAP アーキテクチャの開発 

デジタル複合機の高性能化や多機能化が推進されたことから、製品に用いられるファー

ムウェアの規模や複雑性が増大し、ファームウェア開発の難しさが露呈したことを受けて、

1992 年から ASAP アーキテクチャの開発が進められた。ASAP アーキテクチャは、プリン

タのエンジニアをリーダーとして、複写機能を必ずしも中心とせずに各機能を並列に据え

るという、従来とは異なる志向性に基づいて開発された。さらに、従来の機種では考慮さ

れてこなかった、①ファームウェア・コンポーネント間での共通化と②複数機種間でのフ

ァームウェアの共通化が目指されており、ファームウェアの開発リードタイムや開発コス

トおよび品質が向上すると期待された。 
 
（3）NAD アーキテクチャの開発 

NAD アーキテクチャの開発を行う際には、複写機部門がリーダーとなって開発が進めら

れた。そこでは、ファームウェア・コンポーネント間の共通化を行うよりも、むしろ、既

に用いられたことのある複写機能をベースとしたアーキテクチャに回帰して、各機能を最

適に実現できるように、それぞれ OS からアプリケーションまで開発された。ASAP アーキ

テクチャから NAD アーキテクチャへの変化は、旧来のアーキテクチャに回帰することによ

って、新たにアーキテクチャを開発するために生じる相互調整タスクを低減するための対

応であった。しかし、このアーキテクチャには、①ネットワーク化への対応が不十分であ

ることや、②利用される部品が多くなるためコストが増大すること、③複数機種を開発す

る際には、必要となるファームウェアをその都度開発しなければならず、過去に開発され

たファームウェアの流用や機種間での共通化が困難であるという問題があった。 
 
（4）GW アーキテクチャの開発 

GW アーキテクチャは、1998 年に GW-PT（プロジェクトチーム）の発足とともに開発

開始されたが、このような、ファームウェア・アーキテクチャを開発するためのプロジェ

クトチームがリコー社内で設置されたのは初めてである。GW アーキテクチャの開発を行

う際には、社内から広くエンジニアを連れてきて、以前よりも多くの開発資源が投入され

た。NAD アーキテクチャの下では、各機能を実現するためのファームウェアを別々に開発

していたので、各機能で必要となるアプリケーションや OS について、各部門が独自に開発

を進めてしまい多くの重複部分ができていた。これに対して、GW アーキテクチャの開発

を行う際には、GW-PT を設けて緊密な調整が行われて、OS の開発や各ファームウェア・

コンポーネント間の共通部分を「プラットフォーム」として洗い出すことに成功して、複

数機種間での共通利用が可能となった。 
 
（5）リコーにおける製品アーキテクチャの組織内選択プロセス 

以上から、リコーにおける製品アーキテクチャの組織内選択プロセスをまとめて示すと

図 3 のようになる。まず、ASAP アーキテクチャ以前では、既存の中核的な機能であるコ

ピー機能を開発するエンジニアやチームによって、複写機を中心としたアーキテクチャが
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開発され、それに基づいた製品が市場に導入された。つぎに、ASAP アーキテクチャの開発

においては、従来とは異なる志向性を持ったエンジニア（プリンタ機能）によって、各機

能を並列して統合的な機能を重視するという、必ずしも複写機能をベースとしないアーキ

テクチャが開発された。しかし、ASAP アーキテクチャにおいては、アプリケーションと

OS のインタフェースの設定が不十分であり、コピーや FAX などの各機能を開発している

エンジニアたちが、個別に自分が開発している機能を最適に動作させるために、OS までを

含めてソフトウェアを追加・改善するということが起きた。結局、最初に製品化できたの

は、複写機能のみを搭載した機種だけであり、機種間での OS 共通化やアプリケーションソ

フトの互換性も実現できなかった。このように、ASAP アーキテクチャにおいては、複数機

種間で用いられるアーキテクチャが、当初のアーキテクチャから乖離してしまうという「ア

ーキテクチャの劣化」が生じていた。これを受けて、NAD アーキテクチャの開発において

は、ASAP アーキテクチャ以前に、既に市場化されていて確実に動作することが確認されて

いる、複写機を中心としたアーキテクチャへと回帰することになった。その後、GW プロ

ジェクトチームにおいて、デジタル複合機およびプリンタも含めた複数機種間で共通利用

できるようなプラットフォームの構築を目指して、もう一度、ASAP アーキテクチャと類似

したアーキテクチャ（GW アーキテクチャ）が開発された。 

 
 
Ⅳ. 議論 
1. なぜ、製品アーキテクチャを変えることは難しいのか？ 
 本稿の事例で取り上げたデジタル複合機は、もともとアナログ単一機能製品であった「複

写機」から、デジタル化を進めながら多様な機能を取り込んで行くことによって、複数の

機能を単に寄せ集めたものを経て、各機能をまとまりよく提供できるデジタル「複合機」

へと進化してきた製品である。現在、デジタル「複合機」として一つの製品で提供されて

既存の中核的な機能開発
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いる機能は、もともと異なる製品において提供されていたものである。リコーは、アナロ

グ複写機の時代から高い市場シェアを維持しており、複写機を本業としてきたので、デジ

タル複合機のファームウェア・アーキテクチャを設計する際には、本業である複写機能を

中心としたアーキテクチャが志向されることになった。さらに、従来はハードウェアの開

発を中心として組織が編成されており、それらの言わば「おまけ」としてファームウェア

の開発が行われていた。このようなハードウェアの開発と複写機部門を中心とした組織の

あり方によって、「IMAGIO 320/420」や「IMAGIO MF530」、「IMAGIO MF150」、NAD
アーキテクチャを開発する際には、「○○もできる複写機」という製品の捉え方がなされて

おり、それに基づいて複写機能を中心としたアーキテクチャが構築されていた。一方、ASAP
アーキテクチャと GW アーキテクチャを開発する際には、プリンタのエンジニア（ASAP
アーキテクチャ）やプロジェクトチーム（GW アーキテクチャ）のように、複写機部門を

中心としない組織によって、｢多機能の事務機器｣という製品の捉え方がなされており、そ

れに基づいて複数の機能を並列に配置して統合的な機能を重視するアーキテクチャが構築

されていた。このことは、アーキテクチャの開発主体が異なることで、その志向性が異な

るということを表している。開発主体が保有している知識（コピー、FAX、プリンタ、ス

キャナなどの機能に関する知識や、メカ・エレキ・ソフトウェアに関する知識）の違いに

よって、そのような志向性の違いが生じると考えられる。 
 製品アーキテクチャを変えることが難しいのは、製品アーキテクチャを生み出している

組織間の志向性の違いを上手く調整し克服することができないことにあると考えられる。

この難しさは、製品アーキテクチャの選択基準、すなわち、どのようなアーキテクチャが

よいのかということを判断し選択するための基準がなかなか変わらないことによって増幅

すると考えられる 11。これは、複数の機能を一つの製品でまとまりよく提供しようとする

場合には特に強く生じるだろう。ASAPアーキテクチャにおいて生じたアーキテクチャの劣

化とNADアーキテクチャという過去のアーキテクチャへの回帰は、このようなアーキテク

チャの選択基準や志向性を変えることが難しいことを表していると考えられる。ASAPアー

キテクチャを開発する以前に採られていた、複写機を中心としたハードウェアおよびファ

ームウェアの開発を行うのに適した組織の分化と統合のあり方（Lawrence and Lorsch、
1967）に引きずられてしまったため、アーキテクチャの劣化が生じたのだと考えられる。

各機能を開発しているエンジニアやチームによって、開発現場において、ASAPアーキテク

チャを守らずに、自分の機能を最適化するように独自でソフトを開発するということが起

きた。このように、開発現場において自分の開発している機能を最適化するために改良を

加えるということは、個々の機能の性能を高めるということに限ってみれば望ましい。し

かし、これによって、全体最適を目指したアーキテクチャが劣化してしまい、機種間での

共通利用といった、当初の目標を達成できないということも引き起こしてしまった。ソフ

                                                  
11 Burgelman (1983a、1983b、2002)では、企業の戦略策定プロセスに注目して、社内で新たに生

み出されてくる戦略の萌芽を評価し選択する基準を変化させることは難しいということが述べ

られている。この議論を本稿に当てはめると、新たな製品アーキテクチャの萌芽を、組織内で選

択する基準はなかなか変化しないということになる。本稿におけるリコーの事例では、既存の中

核的な機能である複写機能を中心とする選択基準が形成されていたのだと解釈できるのではな

いかと考えられる。 
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トウェアのように、設計の自由度が高い場合には、システムを設計するエンジニアの志向

性がメカやエレキの場合よりも強く表れてしまうことや、変更が行われても他者には分か

りづらいということが、このようなアーキテクチャの劣化を促進するのではないかと考え

られる。 
 特定の組織のあり方に基づいて中核的な製品機能や製品の捉え方が形成されていて、そ

れに合うように特定の製品アーキテクチャが構築されることになるので、それとは異なる

製品アーキテクチャに変えるためには、組織のあり方を変える必要がある。そのような組

織のあり方として、各機能に関する知識を保有したエンジニアが集まって相互調整を緊密

に行うための組織を設けて、エンジニア間での製品システムの捉え方、見え方の違いを統

合するというものが考えられる。特に、近年におけるように、従来は別々の製品で提供さ

れていた機能を一つの製品で統合して提供しようとする場合や、そのような製品において

プラットフォームを構築しようとする場合には、そのような緊密な相互調整を行うことの

できる組織の重要性が高まると考えられる。 
 
2. 製品アーキテクチャの企業間競争プロセスへの拡張 

本稿では、製品アーキテクチャの変化を、市場レベルで観察されるものと企業レベルで

観察されるものに分けて議論する必要があると主張し、製品アーキテクチャの組織内選択

プロセスモデルとそれに基づいて事例研究が行われてきた。しかし、実際には、各社は市

場において、このような組織内選択プロセスを経たアーキテクチャに基づいて競争を繰り

広げている。このような現象を包括的に分析するためには、製品アーキテクチャの組織内

選択プロセスと企業間での競争プロセスを統合する必要がある。それを、二企業、二期間

としてモデルにした場合、図 4 のようになる（さらに企業数や期間を増やして拡張可能で

ある）。このモデルでは、二企業間で構想される製品アーキテクチャの差異とその要因、そ

れが競争を通じてどちらかに収斂するプロセス（二つ存在し続ける、または、両者間で模

倣や学習が生じることで新たなアーキテクチャが生み出されることもありうる）とその要

因、および、市場レベルで観察されるアーキテクチャが変化するプロセスを記述し分析で

きると考えられる。製品アーキテクチャの変化という現象の本質を捉えるためには、本稿

で示されたような、企業レベルでの製品アーキテクチャの選択プロセスまで遡って考察を

始めて、企業間の製品アーキテクチャの競争プロセスまでを明らかにしていく必要がある

と考えられる。このモデルに基づいた詳細な分析については、今後の研究で行っていきた

い。 
 
3. 今後の課題と展望 

本稿における議論は、一社の事例研究に基づいたものであり、そこから得られた知見の

他企業や他産業への応用可能性については明らかではない。今後は、製品アーキテクチャ

の組織内選択プロセスの企業間での違いを比較分析することにより、製品アーキテクチャ

を構想する能力の企業間での差異や、それと競争優位性との関係について明らかにしてい

きたい。また、製品アーキテクチャの企業間での競争プロセスについても分析したい。さ

らに、自動車など他の製品分野へと分析対象を広げることによって、産業間での比較分析

も行っていきたい。 
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